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はじめに 

 

 平成 17 年に改正された国土形成計画法では、全国計画に加えて広域地方計画を策定する

ことが制度化され、各圏域において、それぞれ広域地方計画の策定に向けた検討が進めら

れている。 

 平成 20 年 7 月 4 日に閣議決定された全国計画では、圏間の連携及び相互調整を進める必

要性が強調され、特に「中国圏」（鳥取県、島根県、岡山県、広島県、山口県）と「四国

圏」（徳島県、香川県、愛媛県、高知県）においては、日本海から太平洋にわたり両圏域

が合同して検討していくことが求められている。 

 このため、中国圏広域地方計画協議会と四国圏広域地方計画協議会は、それぞれの広域

地方計画の策定に際し、中国圏・四国圏広域地方計画合同協議会を設置し、両圏域の共通

の課題や連携した取組などについて協議し、その結果をとりまとめる。 
 本とりまとめは、中国圏と四国圏の広域地方計画の検討において、それぞれが掲げる将

来像・目標とその実現に向けた取組の中から、両圏域が連携すべきテーマを定め、取組の

基本的な考え方と主な取組についてとりまとめたものである。なお、主な取組には既に連

携の動きがあるものも多く含まれるが、特に現時点では動きがないが今後の連携した取組

が望ましいと考えられるものも含まれている。いずれにおいてもその具体化においては、

関係主体により知恵と力を結集して、取組の成果をより大きくするための更なる努力が求

められる。 

 今後、両圏域の広域地方計画協議会においては、本とりまとめ内容の趣旨を十分に踏

まえ、各々の広域地方計画に反映するものとする。 
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１．中国圏・四国圏の広域地方計画における連携の背景と意義 

 

 中国圏と四国圏を繋ぐ瀬戸内海は、古くは遣唐使船、近世には朝鮮通信使船が運航され

るなど、いにしえの時代から大陸と都を繋ぐ文化の大動脈であり、更に近世においては経

済交流を支える基盤としての西回り航路による海運が発達した。これにともない港町が発

達するなど、両圏域は豊かな歴史的文化的な資源を有している。 

 加えて、近代においては沿岸部において工業立地が進展し、特に戦後においては港湾整

備と一体的に工業の拠点開発が行われたことにより、ものづくりの集積地が形成されてき

た。 

 さらに、近年における本四架橋の整備により、両圏域間の人流・物流が一層活発となり、

通勤・通学や医療・商業などの日常生活の広域化も進みつつある。 
一方、両圏域は瀬戸内海の環境保全や修復、離島医療や広域的な防災活動など、連携し

て取り組むべき多面的な課題を有している。また、面積の７割以上を山地部が占め、圏域

の多くが中山間地域である両圏域では、世帯数２０未満の小規模集落や６５歳以上の高齢

者が半数以上を占める集落が集中しており、全国の約半数（それぞれ４５％、４６％）を

占めるなど共通する課題を有している。 

 こうした中で、中国圏と四国圏は、日本海から太平洋に至る地域連携軸の形成の取組な

どを通じて、広域観光やビジネス交流などの幅広い分野において、圏域を超えた広域的な

交流連携を進めてきたが、さらに、今後は東アジアなどの成長に対応して、両圏域が連携

して産業の国際競争力強化やインバウンド観光等の課題に取り組むことにより、グローバ

ル化の進展の中で両圏域の存在感を高めていくことが求められている。 
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２．中国圏・四国圏が連携するテーマ 

 両圏域が策定中である広域地方計画においては、それぞれが掲げる将来像・目標とその

実現に向けた取組には、両圏域が連携して取り組むことでより大きな効果を上げることが

できるものが位置づけられている。 

 このため、中国圏広域地方計画における 3 つの将来像とその取組み、四国圏広域地方計

画における 5 つの目標とその取組に基づき、下記のような 5 つの連携テーマを設定する。 
 

①絶え間ないイノベーションにより世界に通用する産業を育

てる

②多元的成長力を持つ産業集積を高める

○中山間地域等と都市地域との交流・連携等による生活

サービス機能の確保

○安全・安心な国土・地域づくりの推進

○多様な主体が連携・協働した地域づくりの推進

１．地域の多様性を活かした交流・連携で、
持続的に発展する中国圏

２．産業集積や地域資源を活かした新たな
挑戦で、持続的に成長する中国圏

３．多彩な文化と自然を活かして、多様で豊
かな生活を楽しめる中国圏

○多様な地域が連携した一体感のある中国圏の形成

○隣接圏域を含めた交流･連携による活力・魅力の向上

○東アジアをはじめ世界に開かれた交流・連携

○中国圏の持続的発展を支える多様な人材の育成・確保

○国際競争力のある産業の振興

○地域の活力につながる産業の振興

○地域資源を活かした地域経済の活性化

○地球温暖化・エネルギー問題への対応による産業の振興

※ は隣接ブロックと連携すべき分野※ は隣接ブロックと連携すべき分野

中国圏の将来像
連携テーマ

両圏域が掲げる将来像・
目標とその実現のための
取組方向を踏まえ、その
効果をより高めるため、
下記のような連携テーマ
を提案する。

連携テーマ２
産業集積地間の
連携による国際的
な産業拠点形成

連携テーマ２
産業集積地間の
連携による国際的
な産業拠点形成

連携テーマ３

瀬戸内海の環境
保全と修復

連携テーマ３

瀬戸内海の環境
保全と修復

連携テーマ５

広域交通ネットワー
クの連携促進

連携テーマ５

広域交通ネットワー
クの連携促進

連携テーマ４

暮らしの安全・防災
ネットワークの整備

連携テーマ４

暮らしの安全・防災
ネットワークの整備

連携テーマ１

広域観光・インバウ
ンド観光の推進

連携テーマ１

広域観光・インバウ
ンド観光の推進

①安全・安心を基盤に、快適な暮らしを実感
できる四国

～心穏やかに暮らせるやすらぎの実現～

②地域に根ざした産業が集積し、競争力を
発揮する四国

～グローバル化を生き抜く産業群の形成～

③歴史・文化、風土を活かした個性ある地域
づくりを進め、人をひきつける四国

～おもてなしの心あふれた癒やしの実現～

④東アジアをはじめ、広域的に交流を深める
四国

～進取の息吹を与える交流の創出～

⑤中山間地域・半島部・島しょ部等や都市が
補完しあい活力あふれる四国

～農山漁村と都市の共生～

①災害に強い地域をつくる

②自然・地球環境との調和を高める

③地域の暮らしの快適性を高める

①美しい風土を形成し、地域の魅力を高める

②歴史・文化的資源を継承し地域の独自性を発揮する

①東アジア・世界との交流を活性化する

②環瀬戸内海や全国との交流を活性化する

③圏域内の交流を活性化する

①農山漁村（中山間地域等）の暮らしと環境を支える

②都市の魅力・快適性を高める

四国圏の目標
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３．連携した取組の方向 

 

１．広域観光、インバウンド観光の推進 

（１）中国圏・四国圏の主な特徴 

○東アジア等を中心としたインバウンド観光振興 

 東アジアの経済成長によるインバウンド（外国人観光旅客の来訪）の拡大が予想さ

れている中で、中国圏・四国圏においても、中国・韓国を主体とした国際定期路線を

有する複数の空港・港湾を有している。また、中国・台湾等への国際旅客チャーター

便を運航した実績もあるなど、主として東アジアをターゲットとしたインバウンド観

光の振興を図っている。 

○美しい自然風景、豊かな地域資源、独自の文化の存在 

 中国圏・四国圏ともに、古い歴史と多彩な自然に恵まれ、国内外に通用する観光地

を有しているほか、それぞれの圏域において観光圏の整備も進められている。特に、

両圏域が共有する瀬戸内海は多島美に恵まれ、クルーズなどの国際的な周遊観光や、

温暖な気候や新鮮な食材を生かした体験型観光・滞在型観光にも適している。また、

瀬戸内海の沿岸には、港町などの歴史的なまち並みや水軍に関連する遺産、徒歩や自

転車で島々を渡ることができる瀬戸内しまなみ海道など、両圏域に共通する資源があ

り、瀬戸内・海の路ネットワーク推進協議会などの広域連携による活動も行われてい

るなど、これらの資源を磨き、繋ぐことによって、特徴あるテーマを持った観光ルー

ト形成のポテンシャルを有している。 

 

（２）基本的な考え方 

 空港・港湾・高速道路に加えて、本四架橋や航路等の中国圏・四国圏が共有する特

徴ある交流基盤を活かして、両圏域の観光資源を磨き、繋ぐ広域観光ルートの形成や

国内・国外クルーズの誘致、インバウンド観光の推進などを図る。 

 

（３）主な取組 

①インバウンド観光の推進と受け入れ体制の整備 

 インバウンド観光客に向けた主要観光地を結んだ観光ルートの設定や、食文化や体

験観光などテーマに特化したルートの設定を行うとともに、東アジアなどの旅行会社

・メディアの招聘により情報発信を行う。また、新たな定期航路の開設、国内の異な

る空港を繋ぐ国際旅客チャーター便の運航、海外の地方政府などとの観光に関する交

流協定の締結、外国人観光客向け接客マニュアルの共有化や訪日外国人観光旅客の受

入研修の共同開催の実施などに取り組む。 

②広域観光の推進 

 歴史的まち並みや水軍に関する遺産など中国圏・四国圏の共有の資源を活用したテ

ーマ観光ルートの形成を図るとともに、ボランティアガイドやこだわりの食の提供等

によるスローツーリズムの創出に取り組む。また、中国圏・四国圏への誘客に向けて、

これら広域観光情報の発信などを共同で取り組む。さらに、中国圏・四国圏を結ぶ都
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市間バス・フェリーの乗り継ぎ利便性向上に向けた検討を行う。 

③国内・国外クルーズ誘致 

 瀬戸内海、日本海、太平洋沿岸の各地においてクルーズ船の寄港地があることから、

両圏域が連携して国内・国外クルーズの誘致を行うとともに、クルーズの広報活動や

寄港地歓迎イベントの実施、寄港地周辺の観光ルート形成を多様な主体の連携により

行う。 

④瀬戸内海ブランドの構築 

 瀬戸内海の沿岸地域や島を舞台として美術館の整備が進展しつつあることから、こ

れらを繋いで瀬戸内海全域をフィールドミュージアムとする取組の促進など、瀬戸内

海の景観、歴史、文化、食、まち並み等の多彩な資源を生かした、瀬戸内海ブランド

の構築を図る。 

 

２．産業集積地間の連携による国際的な産業拠点形成 

（１）中国圏・四国圏の主な特徴 

○ものづくり産業の集積 

 中国圏・四国圏においては、臨海部に複数のコンビナートを擁し、石油、鉄鋼、化

学等の基礎素材型産業や、自動車・造船等の加工組立型産業など、ものづくり産業の

集積・立地が多数ある。特に瀬戸内海では造船業とそれに関連する船体ブロック産業

や舶用工業が集積しており、中国圏と四国圏で日本の造船の約 5 割、世界の 2 割近く

を生産している。また、本四架橋整備により、四国圏発・中国圏着の産業機械の輸送

が大きく拡大し、舶用機器等の物流もさらに活発化している。 

○瀬戸内海沿岸におけるリサイクル拠点の集積 

 瀬戸内海沿岸においては、鉄鋼・セメント・製紙などの基礎素材型産業が集積して

いるが、それぞれの産業特性を生かして、各種の産業廃棄物を再資源化する取組が進

展している。また、岡山県、広島県、山口県、香川県直島町、愛媛県、高知県高知市

におけるエコタウン事業の取組や、神戸港、徳山下松港、宇部港、三島川之江港、北

九州港などがリサイクルポートに指定されるなど、リサイクル拠点の整備が進められ

ている。 

 

（２）基本的な考え方 

 中国圏・四国圏における造船業と舶用工業のクラスター形成の強みを生かして、国

際競争力のある造船産業ゾーンの形成を図るとともに、瀬戸内海沿岸域に立地するリ

サイクル拠点をネットワーク化して、環境・循環型産業の活性化を図る。 

（３）主な取組 

①国際競争力のある造船産業ゾーンの形成 

 造船関連産業の集積を活かし、瀬戸内海の海運や本四架橋等の既存ストックを活用

してより迅速で効率性の高いサプライチェーンの形成を図るとともに、造船業と舶用

工業・素材産業・大学等との連携による研究開発を推進する。また、因島技術センタ

ー、今治地域造船技術センター等の機能強化による現場技術力の一層の強化や人材育

成を図るとともに、造船産業への理解を深める啓発事業や、造船業と観光との連携、
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地域イメージの向上など海事都市づくりの推進を図る。 

②環境・循環型産業の活性化 

 瀬戸内海沿岸の素材産業拠点において、各地域のリサイクル産業を成長させ、地理

的に近接する強みを生かした海上輸送による効率的な静脈物流ネットワークの形成と

環境・循環型産業の活性化を図る。 

 

３．瀬戸内海の環境保全と修復 

（１）中国圏・四国圏の主な特徴 

○広域連携による瀬戸内海清掃活動の実施 

 瀬戸内海では水質改善と併せて、大量の漂流ゴミ・漂着ゴミ・海底ゴミ対策が課題

となっている。そのような中、瀬戸内海沿岸の 107 の市町村と 11 府県等が集まり（平

成 20 年 4 月 1 日現在）、毎年沿岸の美化活動などを行う「瀬戸内・海の路ネットワー

ク推進協議会」による活動が展開されている。 

○干潟・藻場の減少などの環境変化に対応した様々な活動の実施 

 瀬戸内海においては戦後、干拓・埋め立てにより干潟の約 2 割が消失し、アマモも

昭和 60 年以降約 7 割が消失した。こうした背景の中で、漁獲量も昭和 50 年代から減

少している。そのような中、環境保全、水産資源保護、環境修復に係わる多くの公設

試験研究機関・大学の研究所・NPO が、環境保全と修復に関わる様々な活動を展開し

ているほか、瀬戸内海の全域を対象として、浅場の修復を図る瀬戸内海環境修復計画

が策定されている。 

 

（２）基本的な考え方 

 中国圏・四国圏において、瀬戸内海を共有する近畿圏・九州圏と連携して、豊かな

生活や交流の基盤として活用するため、瀬戸内海の漂着ゴミ、漂流ゴミ、海底ゴミの

清掃活動や、環境修復計画に基づく環境浄化と環境修復のための多様な活動を広域で

推進し、環境の質を高める。 

 

（３）主な取組 

①瀬戸内海のクリーンアップ 

 海域毎に取り組まれている海面清掃船による漂流ゴミ・油の回収活動を継続的に実

施するとともに、瀬戸内海沿岸の清掃活動の継続実施、沿岸域のモニタリングの実施、

行政・漁業者等の連携による海底ゴミの回収・処理等システムの確立、沿岸自治体だ

けでなく広域的な行政の連携による河川からの汚染物質流入防止を図る。 

②瀬戸内海の環境修復 

 環境保全と修復に関わる各種の公設試験研究機関・大学・ＮＰＯ・住民・漁業者等

による情報共有を進め、研究機能の強化と連携を図るとともに、「瀬戸内海環境修復

計画」に基づき、様々な主体の連携・住民参加・協働により藻場・干潟の造成や海砂

利採取跡地の修復、覆砂等の整備を推進し、鉄鋼スラグや石炭灰等の産業副産物の有

効活用を図るなど、他の自然環境の改変の抑制も努めつつ、赤潮や水質汚濁、底質の

改善を図り、漁場としての生物生産性の向上を図る。加えて、出前講座・環境学習・
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現場見学会等を通じて環境保全や環境修復に関する事業・施策について情報発信を行

い、理解の促進と協働を図る。 

 

４．暮らしの安全・防災ネットワークの整備 

（１）中国圏・四国圏の主な特徴 

○海上輸送を活用した広域的な救援実績 

 阪神淡路大震災の折には、陸上交通網が遮断されたため、港を核とした海上輸送で

救助隊や救援物資が輸送されるなど、海上輸送を活用した広域的な救援活動がなされ

た。中国圏・四国圏は、台風や豪雨などによる水害、高潮・土砂災害等を受けやすい

地域であり、今世紀前半には東南海・南海地震の発生やそれによって生じる津波の発

生も予測されることから、両圏域が連携して災害対策を行うことが求められている。 
○船舶・架橋を活用した広域的な医療体制の存在 

 瀬戸内海の離島等の医療・保健を確保するために、診療船による離島住民に対する

医療サービスの提供が行われているほか、海上タクシー等を活用した救急搬送が行わ

れている。また、本四架橋を活用した救急搬送や血液搬送などが行われている。 

 ○中山間地域等の生活サービスの低下 

中山間地域等では、過疎化、高齢化が深刻な状況となっており、地域の支援施策

の検討を必要としている。 

 

（２）基本的な考え方 

 大規模な地震や津波などによる広域災害が発生した際に、海上交通を活用した災害

時の応援・救援体制の連携を図るとともに、防災情報システムのネットワーク化など

を活用した情報共有、防災意識の醸成など防災教育、防災対応のノウハウを備えた専

門的な人材育成等を連携して行う。また、中山間地域等における対策の検討を共同で

行う。 

 

（３）主な取組 

①広域的な相互救援活動の強化 

 圏域を超えた連携による広域的な防災情報ネットワークの構築を図るとともに、相

互応援協定等を踏まえ、大規模地震などを想定した相互支援シミュレーション、人材

交流、関係機関との連携による広域的な防災訓練を実施する。また、防災対応のノウ

ハウを備えた専門的な人材育成等について共同で実施する。 

②広域防災拠点のネットワーク化 

 災害時に広域防災拠点となる港を核として大量の救援物資や復旧活動支援部隊を輸

送するネットワークを構築する。また、港湾沿岸域の産業物流の停滞を回避し、国際

競争力の確保と社会経済力の維持継続を図るため、両圏域の連携により耐震岸壁の配

置を促進する。 

③広域的な医療ネットワークの構築 

 瀬戸内海の離島住民の医療・保健を確保するため、診療船の活動に加え、妊婦など

を対象とした広域救急搬送システムに基づき、ドクターヘリなども活用して救急体制
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の連携と充実を図る。 

④中山間地域等の支援 

中山間地域等に関する共通の課題について、対策の検討を共同で行う。 

 

５．広域交通ネットワークの連携促進 

（１）中国圏・四国圏の主な特徴 

○西日本を繋ぐ位置的役割 
 近畿圏と九州圏にはさまれた中国圏・四国圏は．西日本の中心に位置し、陸上・海

上交通の要衝として重要な役割を担っている。 

○航路・架橋による多様な交流の拡大 

 中国圏・四国圏は海で隔てられているが、多数の航路で繋がれ、観光・産業・生活

面での多様な交流が行われている。また、本四架橋が整備されたことにより、本土・

四国間の大型トラックの通行量が増加するなど、以前より交流の規模が拡大している。

一方、離島航路など採算が厳しい航路では廃止などが続き、住民の移動手段の確保に

向けた検討が必要となっている。 

○瀬戸内海沿岸等のものづくり産業を支える物流基盤 

 瀬戸内海沿岸には、工業地帯と一体となった多くの港湾があり、中国圏・四国圏の

ものづくり産業の強みとなっている。近年では東アジアの成長に伴い貿易量が急増し

ているが、今後は両圏域の国際競争力を高める上で、船舶の大型化等に対応した物流

基盤の強化が求められている。 

 

（２）基本的な考え方 

 観光交流の拡大、物流の効率化、産業の新展開などによる両圏域の一層の振興を図

るため、広域的な集客事業の開催等を進めるとともに、離島航路の維持・活性化、船

舶の大型化等に対応した物流基盤整備や高速道路網の整備・活用を進める。 

 

（３）主な取組 

①本四架橋等を活用した地域活性化 

 中国・四国をまたがる組織による広域的な集客事業の実施を図るとともに、本四架

橋や高速道路の一層の活用による地域振興を進めるため、多様で弾力的な料金施策の

検討等を進める。また、中国と四国、瀬戸内海の離島を繋ぐ航路の維持・活性化を図

る。 

②日本海・太平洋にまたがる交流連携の新たな展開 

 日本海から太平洋までをつなぐ高規格幹線道路ネットワーク等の構築を推進すると

ともに、産業の新たな展開や観光交流の拡大などを通じた日本海側と太平洋側の地域

振興の促進を図る。 

③交流拠点機能等の強化・充実 

 高速海上交通時代に対応した安全で効率的な航路体系の再構築を進めるとともに、

港の交流拠点機能の強化・充実を図る。 

④効率的な海上物流に資する物流基盤の整備 
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 船舶の大型化等に対応したバルクターミナルの整備などの港湾整備を進めるととも

に、両圏域の連携による航路の増深など物流基盤の整備を推進することで、瀬戸内海

航路体系の再構築、海上物流の効率化を図る。 


